
2は，社人研が実施した地方自治体向けアンケートの集計結果を受けての考察をまとめたものである.

3は，「日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推計）」の推計手法と結果概要に関する報告で

ある．4は，上記推計のデータ等から人口移動と出生数分布の変化との関係を定量的に調べたもので

ある．5は，主に国勢調査の年齢別人口データの精度について人口動態統計データ等を利用して検証

したものである．6は，「平成の大合併」と自治体間の結びつきとの関係について通勤・通学データ

を利用して分析したものである．7は，2回にわたる調査結果から近年話題となっている定年帰農の

可能性を検討した報告である．

今回は多数のプレゼンテーションが行われ，内容的にも多岐にわたった．日本人口学会の会員以外

の参加もあり，質疑の時間には常に活発な議論が交わされた． （小池司朗記）

日本地域学会第44回（2007年）年次大会

日本地域学会第44回（2007年）年次大会は，2007年10月6日（土）～8日（月），九州大学箱崎キャ

ンパスにおいて開催され，研究報告等が行われた．

6日（土）の午後には「地域間格差と人口移動」をテーマとするセッションが設けられた．その構

成は次のとおりであり，発表者，討論者，その他の参加者の間で活発な質疑応答が行われた．

「国内長距離人口移動の分析方法と留意点」

発表者：伊藤薫（岐阜聖徳学園大学）

討論者：上野健一（大東文化大学）・松村有二（産業能率大学）

「中国の都市農村二領域分割による人口移動を含む計量経済学的分析」

発表者：鈴木雅勝（名古屋市立大学大学院）

討論者：鯉江康正（長岡大学）・今井博之（国立社会保障・人口問題研究所）

「バブル経済期前後における雇用創出の地域間格差に関する分析」

発表者：是友修二・新家誠憲・阿部宏史（岡山大学大学院）

討論者：西村教子（鳥取環境大学）

伊藤氏は，多数の文献に言及しつつ，日本国内の長距離移動を経済学的観点から分析するうえでの

留意点について述べた．鈴木氏の研究は，中国を都市と農村の2領域に分割し，都市への人口移動に

注目してＧＤＰを決定するモデルを構築したものであった．是友氏は，日本を9地域に分割し，1980

年～1990年および1990年～2000年の雇用増加を産業部門を細分化して分析した結果を示した．

なお，長年にわたって人口移動を研究してきた伊藤氏は，「戦後日本の国内長距離人口移動の決定

因の変化－純移動率に対する所得・気候の作用－」によって平成19年度日本地域学会学会賞の論文賞

を獲得した． （今井博之記）

2007年度人文地理学会大会

2007年度人文地理学会大会が，2007年11月17日～19日，関西学院大学上ヶ原キャンパス（兵庫県西

―103―



宮市）において開催された．口頭64件，ポスター7件の計71件の一般研究発表，および4件の特別研

究発表が行われ，この他に同時開催された研究部会で4件の研究発表がなされた．人口関連分野につ

いては，例年に比べ少なかったが，以下のように多岐にわたる報告がなされた．

「組願書と宗門人別帳からみた武家地の住民把握と人口変動」 渡辺理絵（茨城大学・非）

「中国・四国地方における1990～2000年の人口変化と自然・社会条件との関係

─メッシュデータを用いた標高・都市圏規模・公共施設の有無に基づく分析─」

山内昌和（国立社会保障・人口問題研究所）

江崎雄治（専修大学）

小口 高（東京大学）

「香川県粟島における高齢人口の転出入について」 前川昌子（大阪国際大学）

「台湾における移民者問題─増加する外国籍配偶者と地域の協力─」 塩川太郎（中山医学大学）

「2000年合衆国センサスデータ抽出ツールの開発とMANDARAでの地図化」

谷 謙二（埼玉大学）

（山内昌和記）

2007年度（第42回）日本都市計画学会学術研究論文発表会

社団法人日本都市計画学会による2007年度日本都市計画学会学術研究論文発表会は，2007年11月17

日（土）・18日（日），工学院大学新宿キャンパスで開催され，表題に人口の語を含む研究論文とし

ては次の2つが発表された（○印は発表者）．

「人口減少と都市構造の変容に関する研究－1970年～2000年までの日本の全都市圏を対象に－」

○金昶基（東京大学大学院）・大西隆・菅正史

「年齢階層別人口の変化に着目した郊外住宅団地の持続可能性の分析－広島市の郊外住宅団地を対象

として－」 ○影田康隆（広島大学大学院）・戸田常一

金氏らは，日本国内の都市圏のうち人口減少が起きているものに特に注目し，人口分布の変化のパ

ターンを調べていた．影田氏らは，広島市郊外の住宅団地が今後も維持されていくか否かについて，

人口および年齢構造の安定性という観点から評価を行っていた．また，これらの発表のそれぞれにつ

いて質疑応答が行われた． （今井博之記）
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